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研究成果の概要（和文）：　まず、キーパーソン調査やアクションリサーチの実施等によって、受援力とは多様
な社会構造的な要因によってコミュニティに形成されるものと仮定できることを整理した。次に本研究ではそう
した要因における援助要請抵抗感に着目し、それを払拭するためにサードプレイスの影響を明らかにしようとし
た。しかしながらサードプレイスは援助要請抵抗感とは直接関係をしていなかった。ただし援助要請抵抗感もサ
ードプレイスも孤独感と生活満足度とは関連をしており、異なった影響を与えると想定される。想定外の結果で
はあるが、サードプレイスのコミュニティへの意義は一定明らかとなったことは学術的にも実践的にも示唆があ
る本研究の成果と言える。

研究成果の概要（英文）：　First, through the key person interviews and action research, it was found
 that the "capacity to receive help" in communities can be assumed to be shaped by a variety of 
social structural factors. The next study focused on resistance to help-seeking among these factors 
and attempted to clarify the influence of third places in overcoming this resistance. However, third
 places were not directly related to resistance to help-seeking. However, both resistance to 
help-seeking and third places are related to loneliness and life satisfaction, and are thought to 
have different effects. Despite the unexpected results, the importance of the third places to the 
community is clear, which is a finding of this study with both academic and practical implications.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 まず、受援力に影響を及ぼす社会構造的要因の整理したことは、今後、それを明らかにするうえで、多面的に
分析を行っていくための基礎的かつ仮説的な分析枠組みを提供したことが学術的意義の一つである。またそれを
今後明らかにしていくことで、総合的にコミュニティの受援力に与える影響を把握するとともに、それを高める
方策を明らかにしていけるなどの社会的意義も想定される。くわえてコミュニティにおけるサードプレイスの意
義と限界も明らかにしたことも、学術的および社会的意義として述べることができる。サードプレイスは援助要
請抵抗感の払拭には繋がらがないが、孤独感軽減と生活満足向上に寄与する可能性が明らかにされた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 「受援力」概念は災害研究においても厳密に定義された研究はなく、そのため実証的分析もほ
ぼない。同時に／にもかからず、防災政策・実践においては一定程度流布している用語でもある。
例えば政府レベルで、2014年 1月に内閣府（防災担当）が「地域の『受援力』を高めるために」
と称するパンフレットを作成し、受援力を「被災地の復興・再建に力を発揮してもらうため」の
「多様なボランティアを受け入れる環境や知恵」としている。 
 受援力が注目されるようになった背景には、東日本大震災の被災地において、支援、とりわけ
ボランティアの受け入れが発災直後、低調な地域が多かった経緯がある。それは二次災害防止と
いう理由も大きかったが、石巻市のようにNPOが中心となっての自律的な受け入れがなされた
地域もあったことから、むしろ地域側にボランティアを拒む条件があったのではないかという
議論もなされた（「ボランティア迷惑論」）。加えて日本の地域社会は、災害時に限らず外部から
の支援を活用せざるを得ない場面が増加している。近年、高齢化や過疎化、雇用形態の変化（遠
距離通勤や女性の就労増加）、グローバル化(移民の増加)等により、地域福祉課題は多様化する
と共に、地域コミュニティでのインフォーマルな機能維持能力は低下しつつある。あわせて、観
光や特産品開発などによる地域経済の活性化に向けても、地域にない発想・資源の活動が求めら
れる。 
 本研究は、受援力は長期的にしか形成されないとは一方的に考えない。例えば災害被災地で緊
急的に、新たに形成されるコミュニティ（それも脆弱性の高い）がどのように受援力を高めるか、
そのプロセスを分析することも必要である。すなわち受援力が（現状で）低いと考えられるコミ
ュニティのそれをどう高めるかという問題意識も有した研究でもある。災害研究において地域
の受援力はたびたび言及されているものの、それを厳密に定義化し、有用性について検討した研
究はこれまでになかった。加えて、その受援力を幅広い地域問題の解決に援用できるかどうかと
いう、総合的・応用的な視点を持った研究は、社会学、社会福祉学、観光学等の、地域を対象と
した他の社会科学領域において見られなかった。また災害研究のレジリエンス研究、社会学のソ
ーシャルキャピタル研究・よそ者研究とも関連しつつも別の成果が期待される。こうした現状か
ら、本研究は国際的な見地からも挑戦的な研究であり、かつ今後の展開は幅広い分野での検討が
期待される、萌芽的な研究であると考える。 
 
２．研究の目的 
 本研究はこれまで災害研究で言及されてきた、地域が支援を受け活用できる能力とされる「受
援力」について、実証研究を踏まえその概念を明確にすると共に、他の研究領域でも幅広く使え
るよう検証・再定義し、その応用可能性や地域での向上方法を検討するものである。 
 
３．研究の方法 
 本研究においては次の３段階で研究を行った。 
 
【第１段階】受援力の構造や内部尺度構成、形成・発展プロセス、決定要因等について仮説生成 
 この段階の研究は探索的である。当初はキーパーソン調査によってその仮説を形成すること
を試みたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等によって当初の研究予定が実施困難にな
るなどしたために、先行研究の考察なども組み合わせ、それをまとめることにした。 
【第 2段階】第１段階の検証のための探索的研究 
 上記の通り第１段階での調査が実施困難であったために、この段階の調査は仮説検証型では
なく、探索的なものとした。 
 分析に用いる調査の実施は（株）インテージに委託し、同社にモニター登録している近畿地方
（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、滋賀県、三重県）在住の 15 歳から 79 歳の者を
対象にインターネットを通じて 2023 年 2 月 10 日から 2月 13 日まで行われたものとなる。なお
有効回答数は 744 である。 
 調査に関する説明はインターネット上の画面で行い、開始ボタンを押すことでアンケートが
開始された。また、インターネット上での調査であり、参加の有無、途中辞退、実施時間など本
人の自由意志に基づき実施された。なお、委託先の調査実施主体である（株）インテージは、個
人情報の取扱方針として、個人情報保護に関する法令、および関連ガイドラインならびに同社が
加盟している一般社団法人日本マーケティングリサーチ協会の「マーケティングリサーチ綱領」
を遵守し、本人のプライバシーを守り、顧客の機密を保持するための個人情報保護マネジメント
システムを構築し、業務に従事するすべての者に個人情報の取扱い管理を徹底させるとしてい
る（同社ホームページより ）。 
 調査回答者の概要は、まず男女の割合はほぼ半々となっており、また年齢層も偏り無く調査し
ている。年齢の平均値は 47.6 歳であり、中央値は 49 である。回答者の婚姻関係は 54.6%が結婚
しており、45.4%が結婚していなかった。また、回答者の暮らし向きを「非常にゆとりがある」
から「非常に苦労している」までの 5段階で尋ねているが、その結果、「非常にゆとりがある」
が 2.8%（21 名）、「ややゆとりがある」が 21.2%（158 名）、「どちらともいえない」が 44.4%（330



名）、「やや苦労している」が 23.5%（175 名）、「非常に苦労している」が 8.1%（60 名）であった。 
【第 3段階】地域受援力向上探索アクションリサーチ 
 この研究段階では、段階 1、2 の研究の知見を踏まえ、対象地域において実際に地域の受援力
がどう高まり役立つか検討する目的で、当初は大学のサービスラーニング型授業と連携して地
域活性化の協働取組を特定地域と行い、その中で参与観察や関係者インタビュー等を行い、プロ
セスの質的分析を行うなどを想定していた。しかしながらこれも第１段階と同じく新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大を受け、実施が困難となった。 
 このためその方向の修正として、コロナ禍以前に行ったサービスラーニング型授業実践の成
果を踏まえながら、第 2段階の調査につなげる作業を行った。したがってこの第 3段階研究は実
質的には第１段階に組み込む形となっており、第 2 段階の応用的実践は今後の別研究課題とな
った。 
 
４．研究成果 
(1)受援力に影響を及ぼす社会構造的要因の整理 
 受援力に影響する社会構造的な背景がいくつか存在していることを、独自調査／既存研究の
成果より多面的に検討した。それらは次のとおりである。 
 まず第一に、社会心理学における援助要請（行動）を阻むものの研究である。援助要請行動と
いう概念の定義としては、「個人が問題の解決の必要があり、もし他者が時間、労力、ある種の
資源を費やしてくれるのなら問題が解決、軽減するようなもので、その必要のある個人がその他
者に対して直接的に援助を要請する行動」(DePaulo 1983)というものが代表的である。それは自
尊心のあり方(脇本 2008)や、心理的負債(西川 and 高木 1990)によって違いが生まれることが
わかっている。しかしそうした個人の心理的側面を超えて、社会的な側面からはコミュニティ内
における贈与交換の問題(Mauss 1925)(スレイター 2013)や、コミュニティ内の「風通しの良さ」
(岡 2013)、援助する・される関係での象徴的支配の問題(Bourdieu 1980)といったものが援助要
請を難しくしていると考えられる。 
 次に日本のボランティア活動の状況である。日本においてはボランティア活動は地域コミュ
ニティのなかでの活動をする者が多く、コミュニティ外の他者への活動には人々はあまり携わ
っていないことが分かっている(桜井 2020)。くわえて、見知らぬ他者へのインフォーマルな手
助けをする人の率は、日本は他国に比べて際立って低いことも明らかになっている(桜井 2020)。
こうしたボランティアの状況は、コミュニティの「ソト」の人を助ける／助けられる経験が欠如
することとなり、またそうした文化が形成されない一因ともなっているのではないかと考えら
れる。加えてソトのコミュニティから支援をする災害ボランティアは、階層的に上の人々の参加
に偏っている可能性も指摘されている(桜井 2018)。 
 最後に、社会ネットワークのあり方と幸福感の関係である。バリー・ウェルマンが明らかにし
た「ネットワーク開放」は日本の多様な地域で既に見られることが分かっている。そしてそれは、
広くネットワーキングができる人々では幸福度が高まるが、逆に狭いコミュニティで生活し続
けざるを得ない人々にとっては、それが抑圧的な環境を生んでいることが分かっている(轡田 
2017)(打越 2019)。またこれは、ネットワークから得られる資源が乏しい、あるいは返って悪い
影響を受ける、いわゆる「負のソーシャル・キャピタル」(Portes and Landolt 1996)とも関連
した課題であると言える。 
 こうした社会構造的な課題を乗り越えて、コミュニティの受援力を高めるためにはどのよう
にするべきか、本研究ではサードプレイスの可能性を検討することとした。 
 
(2)受援力に影響する場としてのサードプレイスの分析 
 サードプレイスとは、人びとが集まる非公式（インフォーマル）な公共的生活を形成・助長す
る中核的環境のことを指し、「家庭と仕事の領域を超えた個々人の、定期的で自発的でインフォ
ーマルな、お楽しみの集いのために場を提供する、さまざまな公共の場所の総称」(Oldenburg 
1999=2013: 和訳59)とされている。そして、サードプレイスでの日常的な交流が、近隣住民間
の関係を改善し、孤独感や孤立感を軽減させたり、生活満足を高めることが期待されてきている。 
 提唱者のオルデンバーグはその典型例として、カフェ、コーヒーハウス、本屋、バー、美容室
などをあげていたが、現在、国内外で様々なありようのサードプレイスが提起され、分析がなさ
れてきている。 
 多くの研究が、サードプレイスが孤独感の軽減・緩和に役立つことを明らかにしてきている。
また、サードプレイスが生活の質や幸福度を高めるという研究も散見される。しかしながら日本
においては、サードプレイスの研究は「一人でくつろぐ場」としての注目もなされてきており、
必ずしも他者との交流によって孤独感を軽減したり、生活満足度を得る場として検討されてい
ない。くわえてオルデンバーグが否定的であった「ネットワーキング」の場として見る研究もあ
る。日本では孤独感の軽減や生活満足の向上、援助要請の可能性について、サードプレイスを研
究するものはほとんど見られない。 
 なお調査においてサードプレイスの質問（操作的定義）は下記のとおりである。「あなたには
学校と職場以外で、行くとそこに常駐している人（店主や管理人など）や、その場の他の客・来
場者・入居者などと交流するお店や施設、スペースはありますか。そこはどのような場所ですか。」
これはすでに述べた通り、元々のオルデンバーグの定義に則ったものとして、人と人とがインフ



ォーマルに交流する場であり、くわえて近隣の人々が集える物理的な場を想定している。そして
回答者は、選択肢のなかで当てはまるものすべてを選択している。選択肢のサードプレイスの類
型リストはRhubart et al. (2022)を参考にし、日本向けに筆者が作成した。 
 分析にかかる質問項目として、孤独感に関しては、Igarashi (2019) による「日本語版孤独感
3点尺度」を援用した孤独感点数を用いている。それは、「自分には仲間づきあいがないと感じる
ことがある」「疎外されていると感じることがある」「他の人から孤立していると感じることがあ
る」の3つの項目にどれくらい当てはまるかを尋ねており、それぞれ「よくある」を1点、「たま
にある」を2点、「ほとんどない」を3点とした。すべてを合計するかたちで得点化しており、し
たがって3点から9点までの範囲での逆転項目（点数が高いほど孤独感は薄い）になる。また生活
満足度については、「全く満足していない」を0点、「非常に満足している」を10点とし、全部で
11段階の満足度を指標としている。 
 援助要請への抵抗を尋ねる質問では、田村 and 石隈 (2001)の下位項目「援助抵抗の低さ」の
み使用している。 
 サードプレイスの非営利・営利による差異については、効用として孤独感、生活満足の違いを
見る。さらに利用層の差異として、年齢層、暮らしぶりの余裕の差異を分析している。 
 なお以下の統計分析はMac版の SPSS（バージョン 29.00）を用いて行っている。 
 
(3)調査結果 
 何らかのサードプレイスが1つ以上ある者は回答者の56.9%（回答者744名中423名）であり、
「そのような場所は無い・思いつかない」と回答した者は43.1%（321名）であった。もっとも
回答の多かったサードプレイスの形態は、「理髪店・美容室・マッサージ・ネイルサロンなどの
個人的なサービス店」であった。次に多かった形態が「カフェ、ファーストフード店、ファミレ
スなどの比較的低価格な飲食店」で、3番目に多い形態は「病院やクリニック、リハビリ施設、
整体や鍼灸院などの医療施設」となっていた。 
 サードプレイスまでの距離感を4段階で尋ねている。その結果、「普段使う交通手段で、家から
30分未満で着く場所にある」が70.9%（サードプレイスを持つ者の中での割合。以下同）、「普段
使う交通手段で、家から30分以上1時間以内で着く場所にある」が18.4%、「職場や学校の近く、
または職場や学校との通勤通学路の途中にある」が4.3%、「旅行、出張、帰省などで行く、とて
も遠方の場所にある」が0.7%、「その他の場所にある」が5.7%であった 
 性別によるサードプレイスの有無の差異は、女性の64%があると回答したのに対し、男性は
50%があると回答をした。また、年代別のサードプレイス有無の割合は、20代はサードプレイス
のある人が37%と各年代で最も少ない一方、70代はサードプレイスのある人が73%であった。70
代の次にサードプレイスのある人が多い年代は、順に60代（65%）、50代（60%）、40代（57%）、
10代（52%）、30代（48%）の順であった。 
 なお孤独感得点（合計）、生活満足度得点のそれぞれの正規性をヒストグラムで確認した結果、
正規性に問題があるように見受けられた（孤独感得点：平均値6.99、標準偏差1.758、歪度-.653、
尖度.159。生活満足度得点：平均値7.04、標準偏差2.228、歪度-.666、尖度-.402）。Shapiro-Wilk
の正規性検定を行った結果、孤独感得点、生活満足度得点のいずれもp<.001で有意であり、正規
分布していないと判断した。このため以下の分析ではノンパラメトリックな手法を用いている。 
 サードプレイスが孤独感軽減に与える影響について、孤独感点数をサードプレイスのある／
なしによって比較した（表1参照）。Mann-WhitneyのU検定の結果、サードプレイスがある者の
方がない者に比べて、有意確率<.001で有意に孤独感を低く回答していた。サードプレイスがあ
る方が人びとは孤独感が低いと言えるだろう。 
 
表1 サードプレイスある／なしによる孤独感の差異 

 人数 平均値 標準偏差 
サードプレイスがある 423 7.28 1.674 
サードプレイスがない 321 6.73 1.819 
※Mann-Whitney のU：p=<.001  
 
 加えてサードプレイスと生活満足との関連についても分析した（表2参照）。孤独感と同じくサ
ードプレイスのある／なしによる一元配置分散分析での比較の結果、F値14.944、有意確率>.001
により、サードプレイスがある者の方が、有意に生活満足度が高いことが認められた。なお
Levene検定の結果、等分散性を仮定できなかったためWelchのt検定も行った。その結果、有意
であることが認められた（t値3.798、自由度638.814、両側<.001）。 
 
表2 サードプレイスある／なしによる孤独感の差異（Mann-WhitneyのU検定） 

 人数 平均値 標準偏差 
サードプレイスがある 423 7.27 2.079 
サードプレイスがない 321 6.64 2.365 
※Mann-WhitneyのU：p=<.001 ※Welchのt：p=<.001 
 



 
 さらにサードプレイスのある・なしによる援助要請への抵抗感の差異も分析した（Welchのt
検定）が、統計的に有意な結果を得られなかった。このことから本調査結果ではサードプレイス
は援助要請に対して関係していないということになる。しかしながら、援助要請抵抗感と孤独、
生活満足度の間にはそれぞれ、中程度〜やや低い相関関係が見られた（孤独とはp= .370、生活
満足度とはp= .234）。そのため、援助要請抵抗感とサードプレイス（ある-1、ない-0のダミー変
数）を独立変数にして、孤独、生活満足度を従属変数とした回帰分析を行った（最小二乗法）。
その結果は表3の通りであるが、いずれに対しても援助要請抵抗感とサードプレイスは有意に関
連していた。したがって、援助要請抵抗感とサードプレイスとは孤独感・生活満足に対して、ど
ちらも重要な要因ながら、それぞれは独立していて関係がないものと考えられる。 
 
 孤独感 生活満足度 

 標準化係数  t 値 VIF 標準化係数  t 値 VIF 

援助要請抵抗感 .369 *** 10.958 1.000 .234 *** 6.608 1.000 

サードプレイス
（ダミー） 

.151 
*** 
4.489 1.000 .139 *** 3.933 1.000 

                 調整済R2：.157           調整済R2：.072 
            ダービン・ワトソン比：1.905    ダービン・ワトソン比：1.986 
 
 以上、研究成果を取りまとめると、受援力とは多様な社会構造的な要因によってコミュニティ
に形成されるものと仮定できるが、本研究では援助要請抵抗感に着目し、それを払拭するために
サードプレイスの影響を明らかにしようとした。しかしながらサードプレイスは援助要請抵抗
感とは直接関係をしていなかった。ただし援助要請抵抗感もサードプレイスも孤独感と生活満
足度とは関連をしており、異なった影響を与えると想定される。今後は他の社会構造的要因に着
目し、総合的にコミュニティの受援力に与える影響を把握するとともに、それを高める方策をア
クションリサーチ等で検証していくことが求められるだろう。 
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